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第1図　大田賀地区土地利用管理組合構成図

利

民の意向や情報をもとに．土地の交換利用や貸借に関

して権利の保障等の業務を行なうとともに，土地の合

理的利用計画の作成なども行なう。

②　農作業・経営受委託部会は鼻業検械利用サービ

スステーショソ（水稲集団栽培生産組合を再編）の行

なう受託に関する調整業務のほか，農協の運営するラ

イスセンターの利用申込み窓口を当部会とし，機械・

施設の効率的利用を促進し一貫体制を確立する○

③　作物等生産部会は，作物の栽培技術に関する自

主的な研究活動を行なうとともに，地区における生産

計画の検討を行なう。

④　そして，土地利用管理組合は，5部会の活動を

一体的なものとするために活動する。

以上のように，土地に関する業務にとどまらず，農

業生産に関する研究並びに活動の稔合的な機関として

確立されることによって，土地利用管理組合の機能は

一層高められるものである。

4　む　　す　　ぴ

ここに提起した土地利用管理組織を現場に適用する

場合の具体的な手順については．部落のもつ機能を再

評価しながら組織論的にも運動論的にも究明される必

要がある。

宮城県水稲作農家の所得に関して

森　川　あけね＊

農村も農家も急激な変貌をとげた。兼業の深化，兼業

1ま　え　が　き　　　　　　　農家の増加は著しく，その結果，農家の経済はきわめ

昭和50年代に始まった日本経済の高度成長とともに　　て捉え軽いものになっている。このような状況を背景

＊AKene MoR工KA肝A（宮城県農業センター）
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として，宮城県下の兼業農家の消費生活構造の把握を

こころみたわけであるが，ここではその前段としての

農家所得についての分析結果を報告する。その第1点

は，農家経済の面から，所得規模と関連して農家層を

どうとらえるかという問題であり．第2点はそのよう

にして炉型化した農家層の性格を，家族労働力とのか

かわりにおいてさぐるということがねらいである。

2　研　究　方　法

主として農林省農家経済調査昭和55年，45年，48年

度宮城県下全調査農家174戸および咄～48年度継続調

査対象農家19戸の年計表を資料として用い，分析を行

なった。

5　研　究　結　果

（11所得規模と農家階層

従来．農家の階層区分はセソサスをはじめとして．

経営耕地面積規模別区分が主流をなしていた。しかし

宮城県の昭和亜年度農家経済調査個表を使って，経営

耕地面積と可処分所得との相関係数を求めてみるとr

＝0．5704となって，農家経済の規模は単に経営耕地の

大きさだけでは表わしえなくなっていることが明らか

である。

第1図　可処分所得と家計費の相関図（昭48）

そこで次に，家計費充足率，農業依存度などの条件

を加味して若干の分析を行なった。まず農家の得る収

入がどの程度家計費を補っているのかをみると（第1

回），両者の相関係数はr＝0．5108を示した。さらに

これを詳しくみていくと，まず可処分所得が250万円

をこえるとそれよりも家計費のほうが多いという，

いわゆる赤字農家がみられなくなり，さらに550万円

をこえるとそれが皆無となる。また，可処分所得が150

万円以下の層では，少数例ではあるが家計費の幅がか

なり広がってきており，これ以上の層とはその性格が

やや異なるように思われる。以上のことから可処分所

得によって，Ⅰ．550万円をこえる農家層，Ⅱ．550・－

250万円，且．250～150万円および付．150万円以下

という4階層に区分した。

次にこれらの所得がどのような性格のものかをみる

ために農業依存度との関連をみた。これによると両者

の間にはある程度関連があり，所得水準によっておお

よそ，州農業依存度が飢肇をこえる農家群，（2）80－

20偏，（3）20肇以下という5群に分けられるように思わ

れる。（2）の農家群はその主力が農業にあるのか兼業に

あるのか，いわばどちらつかずの中途半端とも言える

部分であるが，ここで可処分所得が最低になるのは特

徴的である。

さて農家の所得を測る目安として経営耕地面頓がほ

とんど役に立たないということは前に述べた。ただし

このことは両者が単純な比例関係にはないということ

を示すものであって，実際には他の条件が関与して複

雑な関係を構成しているものと考えられる。そこでこ

れまでの分析結果をふまえ，再度可処分所得と経営耕

地面積との対応関係をみた。その結果．所得水準との

関連においては経営耕地規模により次の4グループに

区分できた。

（i）5．5ha以上　（ii）2．0－5．5ha

（iii）0．5－2．Oha qV）0．5ha未満

可処分所得の平均値は，（i）のグループにおいて最も

高く，（iii）で最低となり，2．Ohaを分岐点としてあき

らかに所得水準に格差を生じていることが認められた。

特に5，5ha以上の経営耕地を有する農家群は．農業依

存度，農業投下労働力ともに高く，また可処分所得の

平均値も最高となっており農業によって比較的安定し

た生活を実現しうる農家層であると思われる（第1蓑）。

しかし昭和亜年度において宮城県農家の平均耕地面積

が1．55haであり，また5．Oha以上の経営耕地を有する

農家が5．5珍にしかならないことを考えると，この結果

のもつ意味は深刻である。

（2）所得の構成

そこで次にこのような宮城県農家の大部分をしめる

と考えられる，きわめて捉え難い層すなわち農業依存

度20一一80珍で，経営耕地0．5、2．5baにふくまれる鰻
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第1表　2・Dh以上農家群における経営耕地面積と自家農業投下労働時間および農業依存度との関係

労 働 時 間

（h8．）

農業依存 度　（帝）
・－5．O h a ～ 4．5h a ～ 4．Oh a ～ 5．5 h 十 － 5．O h a 一一2．5 ha ・－2．O h a

4．00D ＜

80 ≦

◎ ◎◎
○

◎

○

◎◎

○ ○○ 〇〇 〇

×

◎

〇〇〇

× ×

20 ～ 80 ○

◎

○
◎ ◎

〉く

◎

○

×

く 20

〉く

4，000 －5，00 0

80 ≦

× ×　×　×

20 ～ 80
◎

○

×

◎◎ ◎

O

X

＜ 20
◎

＜ 5．000

80 ≦ ○

×

20 一一 80
◎

〇〇 〇〇

× ×

＜ 20

凡例）◎……可処分所得が550万円を超える農家

○……　　〝　　が250－55口万円の農家

×……　　〝　　が250万円未満の農家

家群について，さらに立ち入った分析を行なってみた。

まず．農業所得の比重と農家総所得との関係をしらべ

た。少なくともここで対象とした農家群においては特

別なかかわりは認められなかった。しかしこれに経営

耕地規模という視点を加えると．2．5ha以上層，2．5－

1・5ha層，1．5ba未満層のいずれの階層についても農

薬所得比率の低いものほど所得規模が大きいという関

係が認められた。これによって，一応経営耕地面軌こ

かかわりながらも，ここには別の要因が存在すること

が考えられる。

次に，家族の保有する就業者数との関係をみた。た

だしこの分析の対象農家は19戸で例数が限られている

ため深い分析には耐えず，あくまで傾向としての指摘

にとどまらざるをえない。第2表は対象農家の所得規

模を整理したもので，農業所得以外の所得とその内訳，

さらにそのうちの労働報酬の内訳を示して．その他所

得のもつ性格をみようとしたものである。まず1．5ha

以上層においては，家族中の就業人員4人以上と多い

場合には，明らかに農業以外所得の割合が高く‘0多以

上に集中する。その主体は労働報酬で，しかも職員俸

給や給料というような安定的な収入が中心をなしてい

る。これに対して就業人員が5人以下の場合には補助，

扶助等の収入の比重が高く，たとえ労働報酬があって

もそのほとんどは被用労賃で形成されている。このグ

ループでは稔所得を確保するため，農業所得か農業以

外所得かのいずれかを選択して労働投下がなされてい
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るといえるが，全般的には鼻業以外所得の比率は低く

なっている。ともあれこの層では農業・島外のいずれ

を志向しても結果的にはボーダーラインの250万円は

確保している。他方，1．5ha未満層においても就業人

－225－

負との関係は全く同様であるがこの場合，農業以外所

得の中心は労働報酬が占めている0農業担当者は婦女

子・老人であり，家族労働力の多少はそのまま農業以

外所得の規模に結びついている。

第2表　階層別にみた家族中の就業者数と農業以外所得との関係

就 業

者 数
鳳

経 営 耕

地 規 模

総 所 得

（万 円 ）

農 業 以外 の所 得 左　 の　 内　 訳 （喀） 労 働 報 酬 の 内 訳 （肇）

実　 額 比　 率 財 産 的 労　 働 補助 ・ 職　 員
給　 料

被　 用 短　 期
（a） （万 円 ） （烙） 収　 入 報　 酬 扶助 等 俸　 給 労　 賃 出稼 ぎ

4 人

以 上

る 200 ・－ 5 90 420 71 2 8 2 1占 5 4 28

7

15 0 一一

25 8 98 58 9 84 27

dS

19

8 4

11 555 242 88 5 1 26 42 7

12 529 240 75 55 52 15 27 5

14 589 254 dO － 9D 10 14 15

5 人

2

50 0 一一

5 50 88 25 4 58 2 8 5 8

5 2°2 12 7 49 2 4 1 5 7 4 1

10

15 0 ～

245 45 17 15 1 84

25

1

15 286 1占4 57 4 40 5 6 15

2 人

4 25 0 一一 5 0 1 4 1 15 5 79 1° 79

8

150 ～

187 2 7 15 4 50 48 5D

1d

9 2 88 128 4 7 1 5 2 8 7 52

15 5 24 20 2 ‘5 8 2 7 52 7

1 人 5 200 － 170 78 4° 5 28 d9 28

4 人

18

19

～ 150

2 15

2 87

1d8

25 7

79

82

1 8 8

9 5

11

7 5 4

1 7

5 9

7 1

2 人
16 12 9 50 25 8 8 0 12 5 9 2 1

17 192 15 1 dB 1 85 14 85

このように雇用機会の増大という条件のもとで事情

の許すかぎり有利に労働力の配分を行なうことによっ

て所得規模の拡大につとめているわけであり，家族経

営においてはかってもそうであったが，それ以上に大

きな比重で労働力条件が農業に及ぼす影響が大きくな

ったということができる。

さて，農家はその経済活動の目的を，直接的には必

要家計費においているという視点から，最後にこれら

19戸の家計費について若干の考察を試みた。対象事例

の家計費は昭和48年度の総額で1，101．2千円から5，901．1

千円の幅を示し，当該年度の家計費を満たすには農業

所得のみでは及ばない兵家が圧倒的に多く，その他所

得を付加してようやくカバーしていることがわかる。

また1人当り家計費は28万－58万円の水準にあって，

世帯員が多く特に経営主が50－40才代前半の時期には

かなり切りつめた生活を強いられているようである。

さらに家計費中その他に類する費目，特に送金，贈答

費の比率の高い農家では1人当り家計費は50万円代と

なる。以上のような家計水準を目標にして経済活動が

展開されていると考えられるが，これは従来一針こ考

えられていたような，収入に応じて消費構造が決定さ

れていた状態から，むしろ消費にあわせて所得目標が

決められるという方向への転換が生じたことを示して

いるものといえよう。


